
発達障害の特別支援教育に係る単位修得費用補助事業の実施要綱 

 

令和４年６月２２日 

４教人選第２３３号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、教員が勤務時間外において職務と密接な関連を有する免許法認定通

信教育を受講することを支援するために必要な事項を定めることにより、教員の特別支

援教育に関する専門性向上を図り、もって都公立学校の特別支援教育の質的向上を図る

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）免許法認定通信教育 教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）第４

５条に規定する免許法認定通信教育をいう。 

（２）大学 免許法認定通信教育を開設している大学又は通信教育課程において特別支援

学校教諭二種免許状の認定課程を有する大学をいう。 

（３）教員 主幹教諭、主幹養護教諭、主幹栄養教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教

諭並びに東京都立学校の管理運営に関する規則（昭和３５年教育委員会規則第８号）第

１０条の３及び各区市町村教育委員会が定める区市町村立学校の管理運営規則に規定

する主任教諭、主任養護教諭及び主任栄養教諭（他の道府県においてこれに相当する職

を含む。）をいう。 

（４）対象講座 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号、以下「免許法」という。）

別表第７に規定する単位を修得できる大学の講座のうち、本要綱による受講費用補助

の対象として募集を決定したものをいう。 

（５）第三欄の単位 免許法第６条別表第７に規定する単位のうち、教育職員免許法施行規

則第 18条及び第７条別表の第三欄に規定する、免許状に定められることとなる特別支

援教育領域以外の領域に関する科目 

 

（希望者の募集） 

第３条 東京都教育委員会は、受講費用の補助を希望する教員を毎年度募集するものとす

る。 

２ 前項の規定による募集に応じることのできる者は、東京都教育委員会の任命に係る者

のうち、次の各号に掲げる要件全てに該当する者とする。ただし、東京都教育委員会が特

に認める場合は、この限りではない。 



（１）小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校又は高等学校の教員であること。 

（２）第三欄の単位（重複・ＬＤ等を中心となる領域とする。）を修得していない者である

こと。 

（３）補助を受けた後、引き続き１年以上教員として勤務する意思を有する者であること。 

（４）対象講座の受講及びそれに付随する自己啓発（職員が勤務時間外において行う能力開

発）が職務の遂行に支障を及ぼすおそれがない者であること。 

（５）同一期間において免許法認定通信教育の受講費用補助に係る実施要綱（平成２７年５

月２０日付２７教人選第１５７号）に基づく受講費用補助事業に申込みをしていない

者であること。また、同要綱第５条に基づき、同事業による補助対象者として決定した

者でないこと（決定取消をされた場合を除く。）。 

３ 第１項の規定による募集に応じて受講を希望する教員（以下「希望教員」という。）は、

本要綱の定めるところにより、免許法認定通信教育に係る受講費用補助申込書（別記様式

第１号）その他東京都教育委員会が別に定める書類を、都立学校の場合は校長を経由して、

区市町村立学校の場合は校長及び区市町村教育委員会を経由して東京都教育委員会に提

出するものとする。 

 

（校長の承認） 

第４条 希望教員は、前条第３項の規定による申込みに当たり、あらかじめ校長の承認を受

けなければならない。 

２ 校長は、希望教員が前条第２項に規定する要件全てに該当すると認めたときは、申込み

を承認するものとする。 

 

（対象者の決定） 

第５条 東京都教育委員会は、第３条第３項の規定による申込みを受けたときは、当該希望

教員を受講費用補助の対象者とすることの可否について検討し、予算の範囲内で補助対

象者を決定する。 

２ 前項の決定に当たり、対象講座にかかる受講費用が不明確なときは東京都教育委員会

は希望教員に資料の提供を求めることとし、当該費用について希望教員から明示されな

い場合、当該明示されていない受講費用は補助しない。 

３ 受講費用補助の可否は、都立学校の場合は校長を経由して、区市町村立学校の場合は区

市町村教育委員会を経由して当該希望教員に通知するものとする。 

 

（対象者の責務） 

第６条 前条の規定による決定を受けた教員（以下「対象者」という。）は、対象講座の受

講及びそれに付随する自己啓発が職務の遂行に支障を及ぼすことのないように努めなけ

ればならない。 



２ 対象者は、自らの責任により対象講座の受講の申込みを行い、大学の定めるところによ

り入学料及び授業料等を支払わなければならない。 

３ 対象者は、対象講座の単位修得後、受講の成果を最大限に特別支援教育へ還元するよう

努めるとともに、受講の目的を自覚して、免許状取得のため引き続き必要単位の修得など

自己啓発に努めなければならない。 

 

（対象者決定の取消し） 

第７条 東京都教育委員会は、対象者が次のいずれかに該当する場合は、第５条の規定によ

る決定を取り消すものとする。 

（１）補助対象となる科目の単位を修得するまでに、第３条第２項に定める募集要件に該当

しなくなった場合 

（２）離職した場合 

（３）次条の規定による届出をした場合 

（４）受講により職務の遂行に著しい支障が生じ、又は生じるおそれがあると東京都教育委

員会が認める場合 

（５）前４号のほか、この要綱の規定に違反した場合であって東京都教育委員会が必要と認

める場合 

２ 東京都教育委員会は、前項の規定による取消しを決定したときは、原則として都立学校

の場合は校長を経由して、区市町村立学校の場合は区市町村教育委員会を経由して、当該

取消しを受けた者に通知するものとする。 

 

（受講の中止等の届出） 

第８条 対象者は、受講を中止するとき、又は決定した受講期間内に対象講座を修了するこ

とができないことが明らかになったときは、速やかに、受講中止等届出書（別記様式第２

号）を、都立学校の場合は校長を経由して、区市町村立学校の場合は校長及び区市町村教

育委員会を経由して東京都教育委員会に提出しなければならない。 

 

（補助の内容及び方法） 

第９条 東京都知事（以下「知事」という。）は、対象者が、決定した受講期間内に対象講

座を修了し、第三欄の単位（重複・ＬＤ等を中心となる領域とする。）を修得した場合に

は、東京都教育委員会が別に定める金額を上限として、同期間開始に当たり対象者が大学

へ納入した入学料及び対象講座の授業料に相当する額を補助金として交付するものとす

る。ただし、「知的障害の特別支援教育に係る単位修得費用補助事業の実施要綱」（令和４

年６月２２日付４教人選第２３２号）に基づき、同一期間において入学料の補助を受ける

場合、本事業による入学料の補助は行わない。 

 



（補助金の交付決定及び交付） 

第１０条 対象者は、前条の規定による補助金の交付を受けようとするときは、東京都教育

委員会が別に定める期日までに補助金交付申請書（別記様式第３号）その他東京都教育委

員会が別に定める書類を、都立学校の場合は校長を経由して、区市町村立学校の場合は校

長及び区市町村教育委員会を経由して提出するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、補助金を交

付すべきと認めた場合は、その交付を決定し、当該対象者に補助金を交付するものとする。 

３ 知事は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、都立学校の場合は校長を経

由して、区市町村立学校の場合は区市町村教育委員会を経由して、その旨を当該対象者に

通知するものとする。 

 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１１条 知事は、対象者が虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたと

き、又はこの要綱の規定に違反した場合であって必要と認めるときは、前条第２項の規定

による決定の全部又は一部を取り消すとともに、既に交付した補助金の全部又は一部の

返還を命じるものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、東京都教育

委員会が別に定める。 

 

 

 

附 則 

  この要綱は、令和４年６月２２日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、令和５年６月２６日から施行する。 

 



 別記 

 様式第１号（第３条関係） 

発達障害の特別支援教育に係る単位修得費用補助事業申込書 

 

 東京都教育委員会 殿 

 

 発達障害の特別支援教育に係る単位修得費用補助事業の実施要綱（以下「要綱」とい

う。）第３条第２項（１）から（５）までの要件すべてに該当することを宣誓し、同要綱

第３条第３項の規定に基づき、下記のとおり申し込みます。補助を受けるに当たっては、

同要綱の規定を遵守します。 
 
第３条第２項（１）から（５）までの要件 

（１）小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校又は高等学校の教員であること。 

（２）第三欄の単位（重複・ＬＤ等を中心となる領域とする。）を修得していない者であること。  

（３）補助を受けた後、引き続き１年以上教員として勤務する意思を有する者であること。 

（４）対象講座の受講及びそれに付随する自己啓発（職員が勤務時間外において行う能力開発）が職務
の遂行に支障を及ぼすおそれがない者であること。 

（５）同一期間において免許法認定通信教育の受講費用補助に係る実施要綱（平成２７年５月２０日
付２７教人選第１５７号）に基づく受講費用補助事業に申込みをしていない者であること。また、
同要綱第５条に基づき、同事業による補助対象者として決定した者でないこと（決定取消をされた
場合を除く。）。 

 

        年   月   日 

フリガナ  
氏  名                

 

記 

 

所  属  職名  

生年月日 年   月   日 職員番号  

担任する学

級 

(〇をつける) 

 
特別支援学級 

（固定学級） 
 

特別支援教室 

（通級指導学

級） 

 通常学級 

対象講座 
第３欄 免許状に定められることとなる領域以外に関する科目 

（中心となる領域：重複・ＬＤ等） 

教育機関  
入学料※１      円 

授業料※１      円 

目的 
特別支援教育に係る専門性を高めることで、より一層適切な指導及び

必要な支援を行うため。 

成果の 

活用方法 

特に職務（将来的に携わりたいものを含む。）への活用方法について、具体的に記入すること。 

 

 

校長の 

承認※２ 

申込者が要綱第３条第２項に該当するものと認め、要綱第４条第２項の
規定に基づき、申込みを承認する。 

             校長（氏名）            

※１ （一財）東京都人材支援事業団のワーク・ライフ支援事業の資格取得等支援等、他の補助制度の利用と併せ
て本補助を受けることは禁止する。また入学料及び授業料の補助金額は、東京都教育委員会が定める金額を上

限とし、受講決定した期間に発生したものについてのみ補助する。 

※２ 校長は、上記職員が要綱第３条第２項各号に定める要件全てに該当すると認められる場合、氏名を記入する
こと。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



 様式第２号（第８条関係） 

受講中止等届出書 

 

年  月  日 

 

 東京都教育委員会 殿 

 

所属 

承認番号 

職・氏名 

 

 

 発達障害の特別支援教育に係る単位修得費用補助事業の実施要綱第８条の規定に基

づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

対象講座 第３欄 対象者決定 

年月日 
年  月  日 

教育機関  

理由 

※中止等の理由を記入すること。 

 

 

 

 

備考 

※講座受講の所感や今後の自己啓発の予定、その他要望等あれば記入す

ること。 

 

 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）



 様式第３号（第１０条関係） 

補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 東京都知事 殿 

 

所  属 

承認番号 

職・氏名 

職員番号   

住所（自宅） 

 

 発達障害の特別支援教育に係る単位修得費用補助事業の実施要綱第１０条第１項の規定

に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 申請額 ：            円 

      （入学料：    円、授業料：    円） 

 

２ 対象講座 

第３欄 免許状に定められることとなる領域以外に関する科目 

入学年度・学期 ： 令和  年度第  学期 

教育機関 ：  

 

３ 添付書類 

（１）学力に関する証明書 
（２）支払金口座振替依頼書 

（日本産業規格Ａ列４番） 


